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Abstract 
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the entire structure of, and tasks performed by a MASS system are firstly modeled by applying Unified Modeling 
Language (UML) class diagrams. Then, based on the system model, a hazard identification is performed.  The 
methods applied for risk analysis, some of the results, and discussions are presented. For the risk analysis of 
LHCs, we estimated (liquified) H2 leakage risk. In this estimation, Bayesian inference was used for frequency 
analysis, and a simulation was used for severity analysis. Lastly, we discuss future development in the risk 
analyses for MASS and new kind of cargo/alternative fuel ships. 
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11．．ははじじめめにに  

リスクとは安全の指標であり，工学的なリスクは，事故の

発生頻度と被害度の積で表現される．リスクを用いた安全性

評価はリスク評価と呼ばれる．リスク評価と費用対効果評価

を実施し，合理的な規則を策定することを目的に，国際海事

機関（IMO）において，Formal Safety Assessment (FSA)1)の開

発が 1990 年代に始まってから船舶分野においてリスク評価
が良く知られるようになった． 
船舶分野における初期のリスク評価は，FSA，すなわち規
則改正を目的に実施されることが多かった 2)．2005年頃以降
になると SOLAS 条約の同等安全・代替設計への対応のため
のリスク評価に関する研究 3), 4)が実施されるようになってき

た．2015年以降になると，国際ガス燃料船コード（IGFコー
ド）等の中で，設計時に義務化されているリスク評価の実施

件数が増えてきている．また，近年では，燃料の物性等から

想定される危険性の他にどんな危険性があるか明確になっ

ていない代替燃料船等の新型式船の安全要件の策定を目的

にリスク評価を実施する例 5)も増えている． 
このように，船舶分野におけるリスク評価は需要が増大し

ただけではなく，その目的も多様になりつつある．特に自動

運航船や新規貨物・代替燃料船を対象としたリスク評価の需

要が増している．著者らは，この多様な目的に適切に対応す

るため，リスク評価技術の高度化に取り組むと同時に，それ

らの自動運航船や新規貨物・代替燃料船への適用を進めてい

る．本稿では，そのうち，自動運航船及び液化水素運搬船関

連の研究に関する著者らの取組みを報告するとともに，今後

の発展について述べる． 
 

22．．リリススクク評評価価のの概概要要  

 
2．1 リスク評価のプロセス 6) 

リスク評価は，大きく分けてハザードを特定する工程と，

得られたハザードの重要性を評価する工程から構成される．

英国のHSE（安全衛生庁）では，ハザードを特定する工程を
リスク解析（Risk analysis）と呼び，これとハザードを評価
する工程を合わせてリスク評価（Risk assessment）と呼ん
でいる 7)．また，これらに加え，コスト便益を考慮して最終

的にリスク低減措置を選択するという意思決定の工程まで

を含めてリスク管理（Risk management）と呼ぶ．これらの
関係は図-1のように表わされる． 
 
2．2 リスク解析の手法 

図-1に示すようにリスク解析は，定性解析，半定量解析及
び定量解析に分けられる．定性解析では，ハザード，原因及

び結果等の特定を実施する．比較的簡易に実施可能という長

所があるが，リスクの定量化は実施しないため各ハザードの

重要度に関する議論が不可能という短所がある．半定量解析

では，ハザードの発生から結果に至る事故シナリオの発生頻

度と被害度及びそれらの積であるリスクを対数スケール等

で表現する．比較的簡易に定量化が可能という長所がある

が，定量化された値の不確実性が大きいという短所がある．

定量解析では，ハザードの発生から結果に至る事故シナリオ

の発生頻度と被害度及びリスクを数値的に表現する．定量的

な議論が可能であるという長所があるが，手間が掛かる等の

短所がある． 
これまでの船舶分野におけるリスク解析では，定性及び半

定量解析のための手法として，Structured What IF Technique 
(SWIFT)，Failure Mode and Effects Analysis (FMEA)及び
Hazard and Operability Studies (HAZOP)が良く用いられ
ている．これらの手法は主にハードウェアを対象とした解析

手法であるため，ソフトウェアの比重が大きい自動運航船の

リスク解析に適用するには課題が多い．そこで，著者らはシ

ステムモデリング手法の一つである UML (Unified Modeling 
Language)を応用した手法の開発及び自動運航船への適用を
実施中である．その概要を 3章で述べる． 
定量解析のための手法としては，Event Tree (ET)，Fault 

Tree，Bayesian Networkが良く用いられ，また被害度を推
定するためにシミュレーションが実施されることもある．定

量解析では頻度及び被害度を数値的に推定する必要がある

が，頻度に関しては利用可能なデータの不足等の課題があ

り，被害度に関しては推定のためのシミュレーションツール

の未整備等の課題がある．著者らはこれらの課題の解決及び

液化水素運搬船の漏洩リスクの定量解析を目的に研究を実

施中である．その概要を 4章で述べる． 
  

33．．自自動動運運航航船船ののリリススクク解解析析（（定定性性解解析析のの高高度度化化））  

 
3．1 研究の概要 

前述したリスク評価のプロセスのうち，リスク解析の実施

のためには，対象が何なのかを明確にする必要がある．既存

船を対象としたリスク解析では，ハードウェアを中心とした

システム構成図を利用し，対象の明確化を実施していた．一

方，自動運航船の場合，既存船で人間の船員が行っていた船

舶の行動計画や制御について，これらを代行，補助するソフ

トウェアが追加的に導入され，船舶の運航におけるソフトウ 

 
図-1 リスク評価の色々なアプローチ 7） 
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ェアのタスクの比重が大きくなるため，自動運航船のリスク

解析では，全体システムを構成するハードウェア，ソフトウ

ェア及び人間等の各構成要素が担当するタスク，構成要素間

の情報のやり取りや人間による承認が必要なプロセス等を

明確に定義する必要がある 8)． 
構成要素間の相互作用に着目したリスク解析手法として，

STAMP/STPA (Systems-Theoretic Accident Model and Processes 
/ System-Theoretic Process Analysis) 9)が知られており，各構成

要素の制御関係のモデル化により対象の明確化を実施する．

STAMP/STPAは，航空機分野や他の工学分野，医療分野など
で用いられている 10)．自動運航船への適用も既に試みられて

いる 11)が，各構成要素の保有する情報や内部機能に関連する

情報の支援は比較的少ないため，著者らは，ソフトウェアの

モデル化に使用される UML のクラス図を応用し，対象を定
義する手法の研究 8), 12)を進めてきた．本手法では，ソフトウ

ェア内部の機能や保有情報を，解析に必要なレベルまで分解

して記述可能なだけでなく，ハードウェア及び人間等の他の

構成要素のタスクの記述や構成要素間の情報のやり取り，人

間による承認のプロセス等も明記することが可能である．こ

のようなモデル図を利用することで，システム構成の理解が

促進され，各構成要素の機能（タスク）や構成要素間の相互

作用に関連するハザードの同定が効率的に行える 8)． 
著者らはこのモデル図を利用して，SWIFTでリスク解析す
る手法を提案してきた 8), 12)．また，ソフトウェアのタスクの

比重が大きい自動運航船のリスク解析では，タスクの誤り，

未実施，遅延等に着目してハザードの同定を実施することが

有用と考え，タスクベースのハザード同定手法に関する研究

も進めてきた 13)．次節では，これらの手法を仮想の自動運航

船に適用した結果 8), 13), 14)を示す． 
 
3．2 仮想の自動運航船のリスク解析 

 リスク解析を実施するためには解析対象の自動運航船が

必要である．著者らは，既往研究等 11)を参考に，実現が可能

と考えられる仮想の自動運航船を定義した．以下，定義した

仮想の自動運航船の概要，UML クラス図の応用によるモデ
ル化結果，リスク解析の結果を簡単に報告する．これらの詳

細については文献 8), 13), 14)を参照されたい． 
 
3．2. 1 仮想の自動運航船の概要 

 仮想の自動運航船の基本構想を表-1に示す．自動運航は運
航設計領域（Operational Design Domain, ODD）内で実行する
ため，運航中に ODD 外となった場合等に備え，船上には船
員が乗船する．船上船員の通常の主なタスクは船内システム

や船外状況の監視等であるが，異常発生時等の ODD から逸
脱した場合は自動運航システムからの操船を引き継ぐ． 
船舶の運航においては，状況によってタスクが異なるた

め，人間と自動化システムのタスクの役割分担等も状況によ

って異なる．そのため，運航の状況に応じたフェーズとして，

出航前の計画段階，離着岸時及び通常航海中の 3つのフェー
ズを本研究では定義した．これらのフェーズで自動化システ

ムが作動しフェーズの移行も自動的に切替わるものとした． 
 
3．2. 2 UMLクラス図の応用によるモデル化 

 UML クラス図を応用した手法により各フェーズのモデル
化を実施した．紙面の都合上，通常航海中に関する一部シス

テムのみのモデル化結果を図-2に示す． 
 
3．2. 3 リスク解析の結果 

作成したモデル図を参照しながら，SWIFT手法によって 
 

表-1 仮想の自動運航船の基本構想 

航路概要 
乗客と船員が乗船する瀬戸内海の航海時間が

10分程度のフェリー．日中の定期航路． 

操船 
船上の機器は基本的に陸上センターの指示通

りに自動的に操作される． 

安全性 
人損・物損を生じさせない．乗客・船員・船

舶・貨物の安全を確保する． 
 

 

図-2 仮想の自動運航船の UMLクラス図の応用による 

モデル化結果(通常航海中，一部システム)14)
 

 
表-2 リスク解析結果の一例 

フェーズ 通常航海中 
システム 自動運航システム 
タスク （避航）操船計画立案 

ハザード 不適切な操船計画の立案 
原因（一

部） 
- 自船/他船・漂流物/気象海象情報等の誤り 
- タイミングが異なる自船/他船・漂流物/気象
海象情報等を基にした計画立案 
- システム内の不適切なパラメータ設定 

結果（一

部） 
- 避航失敗，衝突 
- 自船の制御性能を超えた操船指令による
舵・機関等の損傷 

対策（一

部） 
- センサ類，船上システム及び船陸間通信機
器の信頼性向上による情報誤りの発生防止 
- 自船の制御性能の定期確認とシステム保有
情報の定期更新 
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HAZID会議形式でリスク解析を実施した．各フェーズ，シス
テム毎に，各タスクのハザード，原因，結果，安全対策の検

討を実施した．その結果，重複を含み，およそ 200弱のハザ
ードが抽出された．その一例を表-2に示す． 
 
3．3 3章のまとめ 

 著者らが開発した UML クラス図の応用による対象システ
ムのモデル化手法とそれを用いたタスクベースのリスク解

析手法を，仮想の自動運航船に適用した結果を報告した．こ

れにより，自動運航船のリスク解析の効率的な実施及び網羅

的なハザード同定が期待される． 
 

44．．液液化化水水素素運運搬搬船船ののリリススクク解解析析（（定定量量解解析析のの高高度度化化））  

 
4．1 研究の概要 

 水素を取り扱う多くの設備における重要ハザードの一つ

として「水素漏洩」が挙げられている．陸上の水素ステーシ

ョンを対象としたリスク解析 15)-17)では，「水素漏洩」の定量

的なリスク解析が実施されている．一方，液化水素運搬船に

関しては，定性的・半定量的リスク解析 18)は実施されている

が，定量的リスク解析は実施されていない．そこで著者らは，

液化水素運搬船の漏洩リスクの定量解析に関する研究を実

施中である．以下では，その概要を報告する． 
 

4．2 解析対象シナリオ 

 本研究では文献 15)を参考に，解析対象シナリオ，すなわち

ETを図-3のように構築した．本研究では ETの太線で示され
ている噴出火炎（Jet fire）と爆発（Explosion）をリスク推定
の対象として取扱うこととした．それらのリスクはそれぞれ

(4.1)式及び(4.2)式から求められる． 
 
𝑅𝑅𝐽𝐽𝐽𝐽(𝑥𝑥) = 𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑥𝑥) ∙ (1 − 𝑝𝑝1) ∙ 𝑝𝑝2 ∙ 𝑆𝑆𝐽𝐽𝐽𝐽(𝑥𝑥)                     (4.1)  
𝑅𝑅𝐸𝐸𝐸𝐸(𝑥𝑥) = 𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑥𝑥) ∙ (1 − 𝑝𝑝1) ∙ (1 − 𝑝𝑝2) ∙ 𝑝𝑝3 ∙ 𝑆𝑆𝐸𝐸𝐸𝐸(𝑥𝑥) (4.2) 

 
ここで，RJi(x)及び REi(x)はそれぞれ機器 iの漏洩孔径が xの
時の Jet fireと Explosionのリスク，fi(x)は機器 iの漏洩孔径が
xである場合の頻度，p1，p2及び p3は ETの各分岐確率，SJi(x)
及び SEi(x)は機器 iの漏洩孔径が xの時の被害度である． 
なお，本研究ではフランジ，バルブ，パイプの 3種類の機
器を対象とした． 
 
4．3 頻度解析 

 (4.1)式及び(4.2)式の fi(x)を推定する必要がある．fi(x)は漏洩
の発生頻度と漏洩孔径の発生確率の積によって求められる

が，利用可能なデータの不足により，これらを直接的に推定

することは不可能である．そこで本研究では，水素ステーシ

ョンにおけるリスク解析 15)-17)と同様に，ベイズ推定を利用し

た．図-4にベイズ推定の流れを示す．ベイズ推定は二段階で
実施した．一段回目では英国 HSE の Hydrocarbon Release 
Database (HcRD)を尤度とし，漏洩頻度を推定した．二段階目

では，一段階目の結果を事前分布とし，高圧ガス保安協会の

事故事例データベースにおける水素漏洩のデータを尤度と

して，そのベイズ推定結果を液化水素運搬船の漏洩頻度と仮

定した．図-5にフランジに関するベイズ推定結果を示す． 
漏洩孔径の発生確率も，漏洩頻度と同様にベイズ推定を実

施する必要があるが，本研究では，FLNGにおける漏洩孔径
の発生確率 19)-22)を利用した．ベイズ推定による漏洩孔径の発

生確率の推定は今後の課題としたい．(4.1)式及び(4.2)式の p1，

p2及び p3は既往研究 15), 23)の値を参考に設定した． 

 
4．4 被害度解析 

 被害度解析は HyRAM+24)を用いて実施した．本解析では，

個船の設計は考慮せず，水素漏洩によって生じる潜在的な被

害度を解析することを目的として，障害物や大気風が無い空

間で鉛直上向きに液化水素が漏れていると仮定した．漏洩し

た水素ガスによって形成する可燃性の水素/空気混合ガスの
遅れ着火によって生じる Explosion に関して乗組員に重大な
損害を与える爆風圧（Overpressure）の基準として, 文献 25)に 
 

 
図-3 漏洩に関する ET 

 

 

図-4 ベイズ手法による漏洩頻度推定の流れ 

 

 
図-5 ベイズ推定による漏洩頻度の推定結果（フランジ） 
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従って 24.1 kPa を使用し，影響が到達する距離（Effective  
distance）を被害度の指標として算出した．また，漏洩ガスに
瞬時着火して生じる Jet fireについて，文献 26)によると 60秒
以内に II度の火傷を引き起こす放射熱強度は 5kW/m2と報告

されており，この値を用いて，影響が到達する距離（Effective 
distance）を被害度として計算した．これらの計算は複数の孔
径に対して実施し，各事象の被害度と孔径の関係を求めた．

その結果を図-6に示す． 
 図-6から Effective distanceは漏洩孔径のべき乗で表される
ことが分かる．すなわち，SJi(x)及び SEi(x)は次の式で表され
る．なお，本研究では SJi(x)及び SEi(x)は全ての機器で同じで
あると仮定した． 
𝑆𝑆𝐽𝐽𝐽𝐽(𝑥𝑥) = 1.471𝑥𝑥1.106                                                    (4.3)  
𝑆𝑆𝐸𝐸𝐸𝐸(𝑥𝑥) = 3.982𝑥𝑥0.946                                                    (4.4) 
 

4．5 リスク解析 

 頻度解析と被害度解析の結果を(4.1)式及び(4.2)式に代入
し，それを漏洩孔径に関して積分することで各機器のリスク

が求められる．その結果を図-7に示す． 
この結果から，機器によらず，Jet Fireの方が Explosionよ
りリスクがやや大きいこと，Jet Fireと Explosionによらずバ
ルブ，パイプ，フランジの順にリスクが大きいことが分かる． 
本研究のリスクモデルは，漏洩孔径をパラメータとしてい

る．すなわち漏洩孔径別のリスクの大きさの相対比較も可能

である．その一例として，図-8にフランジの計算結果を示す．
図-8から Jet Fire，Explosionともに漏洩孔径 1mmから 2mm
で最もリスクが大きくなることが分かる． 
 

4．6 4章のまとめ 

 著者らが実施中の液化水素運搬船の漏洩リスクの定量解

析に関する研究の概要を報告した．本研究では，多くの仮定

を置いて，リスクを推定しているため，その結果の信頼性は

低いと考えられる．今後は推定結果の信頼性向上のための研

究を実施していく． 
 

55．．今今後後のの発発展展  

 
5．1 自動運航船のリスク解析の今後の発展 

 3章では，UMLクラス図の応用による対象システムのモデ
ル化手法とそれを用いたタスクベースのリスク解析手法を，

仮想の自動運航船に適用した結果を報告した．今後は，これ

らの手法を実船のリスク解析にも適用し，手法の改良を進め

る必要がある．これに関連し，著者らは海上技術安全研究所

が開発中の小型実験船「神峰」の遠隔操船システムへの手法

の適用 27)-29)を進めている． 
また，自動運航船では多くのタスクが同時並行で動的に実

施されるが，タスクベースのリスク解析手法では，タスクを

静的に捉えているため，動的に同時並行で実施されるタスク

を考慮した解析が困難である．そこで著者らは，UMLアクテ
ィビティ図を使用した動的なタスクベースのリスク解析手

法の研究 30), 31)も始めている． 
これらの手法は定性解析手法であり，世界的に見て多くの

研究が実施されている．一方，自動運航船の定量解析に関す

る研究の例は殆ど存在せず，今後は自動運航船の定量的リス

ク解析に関する研究も進めて行く予定である． 
 
5．2 新規貨物・代替燃料船のリスク解析の今後の発展 

4 章で報告した液化水素運搬船の漏洩リスクの定量解析に
関する研究は，実際のパイプやバルブ等の配置や個数等を考

慮しておらず，実船を想定した解析が今後の課題である．ま

た，Effective distanceを被害度の指標として考慮したが，人命
損失数等を被害度の指標とするのが一般的なため，被害度を

人命損失数等としたリスク解析も実施する必要がある． 
水素燃料電池船やアンモニア燃料船の定性的／半定量的

なリスク解析結果 5), 32)においても，漏洩は重要なハザードの

一つとして挙げられている．4 章で示した定量的なリスク解
析のフレームワークは，これらの船舶にも適用可能であると 
 

 
図-6 漏洩孔径と Effective distanceの関係 

 
図-7 機器別のリスクの推定結果 

 
図-8 漏洩孔径を変数とするリスクの分布（フランジ） 
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考えられ，その研究を進める必要がある． 
  

66．．ままととめめ  
本稿では，著者らが実施中のリスク評価技術の高度化に関

する研究のうち，自動運航船及び液化水素運搬船関連の研究

の取組みを報告するとともに，今後の発展について述べた．

船舶分野においてリスク評価の需要は増加傾向にあり，その

目的も多様になってきている．著者らはこれらの需要・目的

に適切に対応できるように，今後もリスク評価技術の高度化

に取り組んでいく． 
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